
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 17,264 その他 0 

（参考） 評価
結果

引き続き必要な施設について、耐震診断を実施する。
前年度決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 4,008 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 13,256 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 17,266 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】財産政策第１係 0857-20-3851

【９次総の施策体系】0201

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１３（総調００１）

【事業の概要】
　鳥取市有建築物耐震診断計画（平成２３年８月改定）に基づき、平成２３年度～２７年度の５年
間で市有建築物の耐震診断を実施する。

【事業の成果】
　平成２４年度実績　８４，５５９千円　（実施施設　４８施設）
　平成２５年度実績　２５，４８６千円　（　〃　　　２０施設）
　平成２６年度実績　１７，２６４千円　（　〃　　　２２施設）
　なお２５年度事業については、国の緊急経済対策（平成２４年度補正予算）を繰越して実施し
た。

【今後の課題・方向性】
　耐震診断結果による耐震化の推進。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 総務費

項 総務管理費

目

本年度決算額 17,264 0 

財産管理費

当初予算額 36,956 

補正予算額 △ 19,690 

総調００１ 項　　目　　名 耐震診断事業費

主要な施策 庁舎管理費 ページ 24 所　　属　　名

総務部総務調整監
財産経営課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 15,478 その他 0 

（参考） 評価
結果

法面保護復旧工事が適切に実施された。
前年度決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 15,478 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 15,604 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】財産政策第一係 0857-20-3851

【９次総の施策体系】0201

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１３（総調００２）

【事業の概要】
　平成２５年１０月に発生した台風２７号の大雨により、気高町水尻地内の法面が崩落し、土砂が
民家敷地に入った。応急処置として大型土嚢およびブルーシートによる仮復旧を施したが、恒久的
な崩落防止のため法面復旧工事を実施した。

【事業の成果】
　法面保護工事を行い、安全性を確保することができた。
　平成２６年度実績　１５，４７８千円

【今後の課題・方向性】
　法面保護復旧工事が完了したため、本事業は終了する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 総務費

項 総務管理費

目

本年度決算額 15,478 0 

財産管理費

当初予算額 15,604 

補正予算額 0 

総調００２ 項　　目　　名 気高法面崩壊復旧事業費

主要な施策 財産管理費 ページ 24 所　　属　　名

総務部総務調整監
財産経営課年度 H26 事業の概要

－ 16 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 5,854 その他 0 

（参考） 評価
結果

鳥取市公共施設経営基本方針に沿って具体的な取り組みを進める。
前年度決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 5,854 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 6,923 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】財産政策第一係　0857-20-3852
【９次総の施策体系】0201
【予算計上の経過】
　　予算事業別概要目次
　　　６月補正予算・Ｐ３（総調００１）
【事業の経過及び背景】
　高度経済成長並びに人口増加を背景として整備された公共施設が一斉に更新時期を迎
え、今後、多額の更新経費が必要となる。一方、人口減少や少子高齢化、交付税の段階的
削減等によって財政規模の縮減が予測されるため、長期的かつ計画的に公共施設の総量適
正化に取り組むことによって公共サービスを維持・向上していくことが求められている。
【事業の目的及び効果】
　総合的かつ経営的な視点をもって公共施設のあり方を見直し、生涯経費の縮減に取り組むため、
ファシリティマネジメント（ＦＭ）の手法を導入する。
　ＦＭの考え方は、公民連携や保有財産の有効活用など幅広く、全庁的にＦＭを導入する
ことで、行財政改革の更なる進展や公共サービスの向上にもつながる。
【事業の成果】
　平成２６年度実績　５，８５４千円　（参考：平成２５年度実績　６，３０２千円）
　○「鳥取市公共施設の経営基本方針（第１版）」の作成・周知活動
　○施設にかかる生涯経費の縮減と適切な施設管理に向けた取り組み
　　・複数施設の維持管理業務を一括発注・契約
　　・施設管理者による建物維持管理（予防保全）を行うためのﾏﾆｭｱﾙ作成
　○公共施設データベースシステムの運用による施設情報の一元的な把握・管理
　〇職員研修（公開講演会）の開催（H26年度　計４回）
【今後の課題・方向性】
　○鳥取市公共施設再配置基本計画（仮称）の作成
　○鳥取市公共施設等総合管理計画の作成
　○公共施設保全計画（仮称）の作成に向けた検討
　○各種ＦＭ施策の導入に向けた検討並びに実践　ほか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 総務費

項 総務管理費

目

本年度決算額 5,854 0 

財産管理費

当初予算額 0 

補正予算額 6,923 

総調００３ 項　　目　　名 ファシリティマネジメント推進事業費

主要な施策 財産管理費 ページ 24 所　　属　　名

総務部総務調整監
財産経営課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 71,936 その他 0 

（参考） 評価
結果

リース車両の導入、レンタカーの活用を継続する。また車両管理においては日報、月報等のデータを活用して効率的な公用車の使用を図ること
に努める。前年度決算額 69,727 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 816 0 

一般財源 71,120 諸収入 816 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 △ 3 

最終予算額 83,635 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】財産政策第２係 0857-20-3114

【９次総の施策体系】0201

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１４（総調００３）

【事業の概要】
　公用車を集中管理し効率的な利用に努め、あわせてリース、レンタカーを活用して維持管理費の
節減を図る。公用バスについては運行及び維持管理業務を委託し、省力化を図る。

【事業の成果】
　更新車両を計画的にリ―ス車両に転換している。リース契約で車検の実施、諸費用の支払、メン
テナンス等も適切に実施され、効率的に管理を行った。

　　平成２４年度実績　６３,９７７千円（管理台数１４３台　うちリース　　９５台）
　　平成２５年度実績　６９,７２７千円（管理台数１３７台　うちリース　１０７台）
　　平成２６年度実績　７１,９３６千円（管理台数１３４台　うちリース　１１３台）

【今後の課題・方向性】
　集中管理車両のより効率的な使用を促進する。

　＊その他財源の諸収入は、公用車広告料、自動車損害共済解約返戻金。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 総務費

項 総務管理費

目

本年度決算額 71,936 0 

財産管理費

当初予算額 87,438 

補正予算額 △ 3,800 

総調００４ 項　　目　　名 車両維持管理費

主要な施策 車両管理費 ページ 24 所　　属　　名

総務部総務調整監
財産経営課年度 H26 事業の概要

－ 17 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 2,190 その他 0 

（参考） 評価
結果

積雪予想に合わせて必要とされる除雪体制を確保する。
普通財産の管理を近隣住民等と調整しながら効果的に実施する。前年度決算額 7,716 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,190 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 118 

最終予算額 3,773 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】財産政策第１係 0857-20-3851

【９次総の施策体系】0201

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　１２月補正・Ｐ３（総調００１）

【事業の概要】
　市有財産管理等に要する経費

【事業の成果】
　除草作業や除雪作業の委託を行い、市有財産の管理を行った。また、固定資産台帳の整備に着手
するにあたり、先進自治体の視察調査を行った。
　　平成２４年度実績　　１，９０８千円
　　平成２５年度実績　　７，７１６千円（うちファシリティマネジメント推進事業費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６，３０２千円）
　　平成２６年度実績　　２，１９０千円

【今後の課題・方向性】
　積雪予想に合わせて必要とされる除雪体制を確保する。
　普通財産の管理を近隣住民等と調整しながら効果的に実施する。　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 総務費

項 総務管理費

目

本年度決算額 2,190 0 

財産管理費

当初予算額 2,533 

補正予算額 1,122 

総調００５ 項　　目　　名 管理事務費

主要な施策 事務費等 ページ 24 所　　属　　名

総務部総務調整監
財産経営課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 700,514 その他 0 

（参考） 評価
結果

事業の円滑な執行をはかるため、公用または公共用に供する用地の取得に備え、基金の積立を行う。
前年度決算額 600,000 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 700,514 

地方債 0 0 

その他 700,514 0 

一般財源 0 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 700,514 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】財産政策第１係 0857-20-3851

【９次総の施策体系】0202

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　２月補正予算（追加）・Ｐ１（総調００１）

【事業の概要】
　公用または公共用に供する用地の取得に備えて土地開発基金の積立を行うため、土地取得費特別
会計に繰り出すもの。

【事業の成果】
　平成２５年度に土地開発基金の一部を取り崩して、土地取得費特別会計から一般会計に繰り出
し、それを財源として三洋電機（株）南吉方工場跡地を取得した。
　三洋電機（株）南吉方工場跡地の一部土地売払収入を土地開発基金に積み立てるため、土地取得
費特別会計に繰り出した。
　　平成２４年度実績　２７２，６７５千円
　　平成２５年度実績　６００，０００千円
　　平成２６年度実績　７００，５１４千円

【今後の課題・方向性】
　事業の円滑な執行をはかるため、基金の積立を行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 総務費

項 他会計繰出

目

本年度決算額 700,514 0 

土地取得費特別会計へ繰出

当初予算額 0 

補正予算額 700,514 

総調００６ 項　　目　　名 土地取得費特別会計へ繰出

主要な施策 土地取得費特別会計へ繰出 ページ 28 所　　属　　名

総務部総務調整監
財産経営課年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 90,674 その他 0 

（参考） 評価
結果

進捗率は平成２５年度末で、全国５１％　中国５県で約５４％。平成２６年末では鳥取県で２６．８％であり「安全・安心なまちづくり」推進
のために進捗率を上げることが必要。前年度決算額 90,725 

財
源
内
訳

国・県支出金 66,810 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 23,864 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 △ 1 

最終予算額 91,809 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】地籍調査係 0857-20-3891,3892

【９次総の施策体系】0201

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１５（総調００６）

【事業の概要】
　「地籍調査」は国土調査法に基づき、一筆ごとの土地について地目・境界を確認し測量を行い、
正確な地図と簿冊を作成し、所有者の閲覧後、法務局に登記するものです。
　土地登記簿と公図がより精度の高いものに更新され、土地の境界紛争の防止、土地取引や公共事
業の円滑化、地震等の災害の際の迅速な復旧等、土地に関するあらゆる施策の基礎資料として利用
します。
　本市では昭和３２年より調査を開始し、調査済の佐治地域を除く全地域で調査を実施する予定。

【事業の成果】
平成２４年度
　実施面積　２．８７k㎡　事業費　８７，８５０千円　進捗率　２１．２％
平成２５年度
　実施面積　２．３５k㎡　事業費　９０，７２５千円　進捗率　２１．６％
平成２６年度
　実施面積　２．３０k㎡　事業費　９０，６７４千円　進捗率　２１．９％

【今後の課題・方向性】
　　事業の推進と進捗率の向上に努める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 農林水産業費

項 農業費

目

本年度決算額 90,674 0 

農地費

当初予算額 103,127 

補正予算額 △ 11,317 

総調００７ 項　　目　　名 国土調査事業費

主要な施策 国土調査事業費 ページ 37 所　　属　　名

総務部総務調整監
財産経営課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 25,690 その他 0 

（参考） 評価
結果

本市の地域情報化を推進し、市民の利便性の向上に寄与するため、システム等の安定的なサービス提供を維持に向けた適正な管理を行うととも
に、情報化に関する調査研究・情報収集も引き続き行っていく。前年度決算額 26,640 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 264 0 

一般財源 25,426 諸収入 264 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 26,654 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】情報政策係 0857-20-3871

【９次総の施策体系】5301

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１４（総調００４）

【事業の概要】
　（１）地域イントラネットの管理、基幹機器の保守委託、セキュリティサポート等
　（２）総合行政ネットワーク関係機器及び鳥取情報ハイウェイ関係機器の保守委託
　（３）スポーツ施設予約システムの管理
　（４）電柱共架料（イントラネット関係、総合行政ネットワーク関係）
　（５）携帯電話鉄塔・伝送路の借地・維持管理
　（６）公衆無線ＬＡＮ環境の整備・管理

【事業の成果】
　　情報化に関する調査研究、情報収集を行うとともに、総合行政ネットワーク、鳥取情
　　報ハイウェイ市町村アクセス網、地域イントラネット、公衆無線ＬＡＮ、携帯電話鉄
　　塔等各種情報通信基盤及び情報提供システムの適切な管理を行った。
　　　平成２４年度　２９，６４３千円
　　　平成２５年度　２６，６４０千円
　　　平成２６年度　２５，６９０千円

【今後の課題・方向性】
　　本市の地域情報化を推進し、市民の利便性の向上に寄与するため、各種情報通信基盤
　及び情報発信に関するシステム等の保守委託、システムサポート、機器更新等を定期的
　に行うとともに、情報化に関する調査研究・情報収集等も引き続き行っていく。

　＊その他財源の諸収入は、移動通信用鉄塔施設伝送路使用料。

一般会計

款 総務費

項 総務管理費

目

本年度決算額 25,690 0 

企画費

当初予算額 26,654 

補正予算額 0 

総調００８ 項　　目　　名 地域情報化推進費

主要な施策 地域情報化推進費 ページ 25 所　　属　　名

総務部総務調整監
情報政策課年度 H26 事業の概要

－ 19 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 105,965 その他 0 

（参考） 評価
結果

本市のコミュニティの活性化や安心なまちづくりを確保するため、引き続き有線テレビジョン放送施設の安定稼働と利用促進に努めていくこと
とする。前年度決算額 112,772 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 82,225 0 

一般財源 23,740 諸収入 82,225 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 106,261 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】情報政策係 0857-20-3871

【９次総の施策体系】5301

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１５（総調００５）、６月補正・Ｐ３（総調００２）

【事業の概要】
  （１）局舎敷地、JR敷地賃借料
　（２）自営柱借地料
　（３）電柱共架料及び強度計算調査費
　（４）伝送路設備管理・修繕委託・データ放送電子掲示板入力代行業務
　（５）NCN施設使用料
　（６）伝送路移設費
　（７）電気代

【事業の成果】
　　本市が所有する有線テレビジョン放送施設の適正な運営と維持管理が行えた。
　　　平成２４年度　１１１，８８７千円
　　　平成２５年度　１１２，７７２千円
　　　平成２６年度　１０５，９６５千円

【今後の課題・方向性】
　　今後も継続して事業を実施する。

　＊その他財源の諸収入は、ＣＡＴＶ線移設補償金及び設備使用料他。

一般会計

款 総務費

項 総務管理費

目

本年度決算額 105,965 0 

企画費

当初予算額 89,509 

補正予算額 16,752 

総調００９ 項　　目　　名 有線テレビジョン放送施設管理費

主要な施策 有線テレビジョン放送施設管理費 ページ 24 所　　属　　名

総務部総務調整監
情報政策課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 65,012 その他 0 

（参考） 評価
結果

平成２８年１月のマイナンバー法施行に向けたシステム改修を粛々と実施するとともに、関係事務手順のＢＰＲを実施し効率的な行政運営を目
指していくこととする。前年度決算額 54,031 

財
源
内
訳

国・県支出金 15,012 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 50,000 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 107,034 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】情報システム係 0857-20-3873

【９次総の施策体系】0201

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　６月補正予算・Ｐ４（総調００３）、１２月補正予算・Ｐ３（総調００２）

【事業の概要】
　（１）ホストコンピュータ及び周辺機器に係る保守業務の委託
　（２）稼働支援業務（ＯＳの定期予防保守業務、リカバリ資産の点検）の委託
　（３）安全設備、空調及び消火設備に係る保守業務の委託
　（４）無停電電源設備に係る保守業務の委託
　（５）オペレーティングシステム（ＯＳ）のレンタル
　（６）共通サーバ及び開発用端末機器の賃借
　（７）文字統合基盤システムの賃借
　（８）無停電電源設備の賃借
　（９）社会保障・税番号制度対応システム改修

【事業の成果】
　　電算事務の運用（処理）に必要な電子計算組織（ハードウェア及びオペレーションシ
　ステム）及び安全設備、空調・消火設備等の確保ならびに正常な稼働が確保できた。
　　また、社会保障・税番号制度対応システム改修については、総務省所管のうち先行稼
　働が必要な１システム（住民基本台帳系システム）の改修を実施し、残りのシステムに
　ついては２７年度への繰越明許事業となった。（27システム、41,825千円）

【今後の課題・方向性】
　　平成２８年１月の住民情報系システム再構築（マイナンバー対応含む）により、ホス
　トコンピュータを刷新し、新たな電子計算組織の管理を行う。

一般会計

款 総務費

項 総務管理費

目

本年度決算額 65,012 0 

電算処理費

当初予算額 49,360 

補正予算額 57,674 

総調０１０ 項　　目　　名 電子計算組織管理費

主要な施策 住民情報システム管理費 ページ 26 所　　属　　名

総務部総務調整監
情報政策課年度 H26 事業の概要

－ 20 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 1,426 その他 0 

（参考） 評価
結果

中間サーバの構築・運営にあたっては、全国の自治体で共同運営する形態が単独構築と比較した場合に、コストパフォーマンス的に有効である
と判断することから、今後も同様の形態を維持することとする。前年度決算額 180 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,246 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 180 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,426 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】情報政策係 0857-20-3871

【９次総の施策体系】0201

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　１２月補正予算・Ｐ４（００３）

【事業の概要】
 （１）地方公共団体における電子計算組織の導入、利用及び運営管理に関する調査、研
       究、援助
 （２）地方財政に関する業務の情報処理についての標準システム、標準プログラムの開発
 （３）地方公共団体におけるオンライン・システムによる情報処理システムに関する研究
 （４）地方行財政に関する情報の交換及び提供
 （５）地方公共団体の職員に対する電子計算組織の教育、訓練
 （６）情報交換についての技術的援助
 （７）時報、機関紙等の発行　　など

【事業の成果】
　平成26年度から社会保障・税番号制度（マイナンバー）に関し、全国の地方公共団体が
  共同利用する機器（中間サーバ等）を同機構が管理運営することとなるため、その負担
  金を拠出した。
　　　平成２４年度　　　１８０千円
　　　平成２５年度　　　１８０千円
　　　平成２６年度　１，４２６千円

【今後の課題・方向性】
　平成２７年度以降も、中間サーバの管理運営を含めた機構への負担金を拠出する。

一般会計

款 総務費

項 総務管理費

目

本年度決算額 1,426 0 

電算処理費

当初予算額 180 

補正予算額 1,246 

総調０１１ 項　　目　　名 地方公共団体情報システム機構負担金

主要な施策 電算事務費 ページ 26 所　　属　　名

総務部総務調整監
情報政策課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 

【問合せ先】検収係 0857-20-3433

【９次総の施策体系】0202

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算（掲載なし）

【事業の概要】
　　調定額が申告等により遡って減額され、納付した金額の方が多くなった場合、
　また錯誤により納め過ぎとなった場合に差額を還付するもの。
　　還付加算金は、過誤納金を還付する際に上乗せする利息相当分。

【事業の成果】
　　市民税(個人・法人)、固定資産税都市計画税、軽自動車税の還付金及び還付加算金
　　　平成２４年度　　93,244千円　　1,262件
　　　平成２５年度　 107,076千円　　1,463件
　　　平成２６年度　　83,204千円　　2,432件

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（参考） 評価
結果

本事業は、地方税法第17条(過誤納金の還付)に基づいた事務であり、今後も継続して実施していく必要がある。
また、26年度から窓口還付を廃止し、口座振込による払込みをしている。このことにより、納入義務者等に対する利便性の向上や窓口業務の事
務軽減につながっている。前年度決算額 107,076 

0 

その他 0 0 

計 83,204 その他 0 

一般財源

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

諸収入 0 83,204 

　会計名

一般会計

款 総務費

項 徴税費

目

本年度決算額 83,204 0 

賦課徴収費

当初予算額 97,500 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 97,500 その他財源の内訳

分担金 0 

H26 事業の概要

総調０１２ 項　　目　　名 還付金

主要な施策 還付金 ページ 26 所　　属　　名

総務部総務調整監
債権管理課年度

－ 21 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 17,270 その他 0 

（参考） 評価
結果

住民情報系システム再構築や番号制度、総合窓口化等に向けた諸作業をスケジュールに沿って遅滞なく実施していく。
前年度決算額 13,901 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 17,270 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 17,576 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】住民登録係・市民係 0857-20-3493・3492

【９次総の施策体系】0201

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１６（総調００７）、６月補正予算・Ｐ４（総調００４）

【事業の概要】
　・住民基本台帳法に基く住民情報の登録事務に要する経費
　・住基ネットシステムソフト保守料
　・住民情報システムソフト保守料
　・住基ネット機器リース料
　・公的個人認証機器リース料　
　・公的個人認証システム保守料
　・住基ネットシステムハード保守料

【事業の成果】
　社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）の導入に向けて、戸籍の附票データ抽出に関するシ
ステム改修を行ったが、制度に対応した主要な改修は平成27年7月に本稼働する新住基システムに
おいて実施することとなった。

【今後の課題・方向性】
　社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）が平成27年10月に実施されるに伴い、システムの設
計、テスト等の準備を行い、国のスケジュール（番号通知データ作成・送付）に遅延なく対応して
いく。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 総務費

項 戸籍住民基本台帳費

目

本年度決算額 17,270 0 

戸籍住民基本台帳費

当初予算額 16,493 

補正予算額 1,083 

総調０１３ 項　　目　　名 住民登録関係事務費

主要な施策 住民基本台帳事務費 ページ 26 所　　属　　名

総務部総務調整監
市民課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 18,238 その他 0 

（参考） 評価
結果

各法令に基づき、住民基本台帳事務の適正な執行に努めるとともに、システム再構築や番号制度、総合窓口化、ＢＰＲ、コンビニ交付導入検討
などについて、スケジュールに沿って対応していく。前年度決算額 23,048 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 18,238 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 18,807 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】庶務係・市民係 0857-20-3491・3492

【９次総の施策体系】0201

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１６（総調００８）

【事業の概要】
　・住民票、戸籍、印鑑証明等証明書の作成や交付
　・住基カード及び公的個人認証の更新予定者への更新通知
　・DV、児童虐待等の被害者支援
　・本人通知制度関連事務
　・佐治支所市民福祉課ほか金銭自動登録機購入

【事業の成果】
　・平成24年度　証明等発行数　250,595件（総計）
　・平成25年度　証明等発行数　258,670件（総計）
　・平成26年度　証明等発行数　249,234件（総計）

【今後の課題・方向性】
　・市民サービスのさらなる向上と適正な事務遂行のため、住民情報系システム再構築や
　番号制度、総合窓口化等に向けた諸作業を遅滞なく実施していく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 総務費

項 戸籍住民基本台帳費

目

本年度決算額 18,238 0 

戸籍住民基本台帳費

当初予算額 17,315 

補正予算額 1,492 

総調０１４ 項　　目　　名 印鑑証明等の諸証明事務費

主要な施策 印鑑その他証明事務費 ページ 26 所　　属　　名

総務部総務調整監
市民課年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 799 その他 0 

（参考） 評価
結果

固定資産評価審査委員会は、固定資産の価格に対する納税者の不服申出の審査を扱う中立的・専門的な第三者機関であり、地方税法に規定され
た必置機関であるため、今後も適切に運営していく必要がある。前年度決算額 1,027 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 799 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 802 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】税制係 0857-20-3411

【９次総の施策体系】0202

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１７（総調００７）、９月補正・Ｐ２（総調００１）

【事業の概要】
　地方税法第４２３条に基づき固定資産評価審査委員会を設置し、固定資産課税台帳に登録された
価格に関する不服の審査を行った。

【事業の成果】
　固定資産課税台帳に登録された価格に関する不服の審査決定
　　平成２４年度　委員会開催６回（審査２件）【評価替該当年】
　　平成２５年度　委員会開催３回（審査１件）
　　平成２６年度　委員会開催３回（審査１件）

【今後の課題・方向性】
　今後も、課税庁とは独立した中立な機関として中立・公正・慎重な審査を行うことにより、固定
資産の評価の客観的合理性を担保し、納税者の権利の保護に努めていく。　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 総務費

項 徴税費

目

本年度決算額 799 0 

税務総務費

当初予算額 271 

補正予算額 531 

総調０１５ 項　　目　　名 固定資産評価審査委員会費

主要な施策 固定資産評価審査委員会費 ページ 26 所　　属　　名

総務部総務調整監
市民税課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 110,994 その他 0 

（参考） 評価
結果

新たな財源を得るという面だけでなく、地元特産品等の活用による地場産業の振興や本市の魅力を体感していただく好機ととらえ、取組を強化
していく必要がある。前年度決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 110,994 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 90 

最終予算額 114,464 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】税制係 0857-20-3411

【９次総の施策体系】0202

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１７（総調００９）、１２月補正・Ｐ５（総調００６）

【事業の概要】
　「ふるさと納税」制度を利用した本市への寄附者及び寄附金額の増加を図るため、パンフレット
作成をはじめ各種媒体を活用したＰＲを行うとともに、寄附者へのお礼の品として地元企業等の協
賛による「鳥取ふるさとプレゼント」を進呈することにより地元産品等のＰＲのみならず本市の魅
力を伝えていく。
　なお、本事業は平成２５年度までは一般事務費の中で執行されていたため、前年度決算額は０と
なっている。参考までに前年度一般事務費のうち主なふるさと納税関連経費となる報償費及び委託
料の合計額を示すと、次のとおりとなっている。
　平成２５年度一般事務費・報償費及び委託料　５２，３１７千円

【事業の成果】
　「ふるさと納税」制度の浸透により、本市への寄附者及び寄附金額が飛躍的に増加した。
　＜ふるさと納税による寄附件数及び寄附金額＞
　平成２４年度　　　　６０７件　　　１２，１２５千円
　平成２５年度　　７，５７６件　　１２８，７２０千円
　平成２６年度　１２，２１８件　　２４１，９１８千円

【今後の課題・方向性】
　引き続きＰＲを強化していくとともに、体験型のプレゼントの導入を進めるなど、波及効果のあ
る取組についても検討していく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 総務費

項 徴税費

目

本年度決算額 110,994 0 

税務総務費

当初予算額 61,348 

補正予算額 53,026 

総調０１６ 項　　目　　名 ふるさと納税推進事業費

主要な施策 税務事務費 ページ 26 所　　属　　名

総務部総務調整監
市民税課年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 46,517 その他 0 

（参考） 評価
結果

今後益々複雑化する税制に対応し、適正課税に努めることにより、自主財源を確保するとともに納税者の信頼にこたえていく必要がある。
前年度決算額 52,596 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 46,517 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 47,343 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】税制係 0857-20-3411

【９次総の施策体系】0202

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１７（総調０１０）、１２月補正・Ｐ６（総調００７）

【事業の概要】
　個人住民税、法人市民税及び軽自動車税の適正かつ公正な賦課を行うため、正確かつ安定した賦
課システムの維持のみならず、ＩＣＴ時代の要請に即応できる柔軟性の高いシステムを運営してい
くことにより、適正かつ公正な賦課水準を担保していく。

【事業の成果】
　適正かつ公正な賦課水準を維持し、納税者の信頼に応えることができた。

【今後の課題・方向性】
　引き続き安定かつ柔軟なシステム運営と適正な賦課に努める。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 総務費

項 徴税費

目

本年度決算額 46,517 0 

賦課徴収費

当初予算額 43,313 

補正予算額 4,030 

総調０１７ 項　　目　　名 賦課徴収費

主要な施策 賦課事務費 ページ 26 所　　属　　名

総務部総務調整監
市民税課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 2,828 その他 0 

（参考） 評価
結果

電子申告のさらなる普及・促進を図り、地方税に関する手続きの利便性向上と賦課事務の効率化を推進していく必要がある。
前年度決算額 3,014 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,828 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 2,828 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】税制係 0857-20-3411

【９次総の施策体系】0201

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１８（総調０１１）

【事業の概要】
　納税者等の手続の利便性や地方自治体の事務効率の向上のため、地方税に関する手続の電子化が
推進されている。平成２１年度、鳥取市は全国の地方自治体の出資による（一社）地方税電子化協
議会に加入しており、同協議会が運営するeLTAX（地方税ポータルシステム）を利用し、下記の
サービスを提供している。
１電子申告受付…法人市民税申告書、償却資産申告書、給与支払報告書の電子申告
２経由機関業務…公的年金からの住民税の特別徴収のための日本年金機構からの所得データ等の授
受
３国税連携…e-Tax（国税電子申告・納税システム）などによる確定申告データの授受

【事業の成果】
　（一社）地方税電子化協議会に加入し、eLTAXの普及に努めることにより、法人・事業所等が行
う手続の利便性が向上するとともに本市の賦課事務の効率化が図られる。
　地方税電子化協議会負担金
　　平成２４年度＿２，４５７千円　平成２５年度＿３，０１４千円
　　平成２６年度＿２，８２８千円

【今後の課題・方向性】
　地方税手続の電子化の取り組みは今後さらに拡大することが見込まれ、今後もeLTAXのさらなる
普及に向けて業務を推進する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 総務費

項 徴税費

目

本年度決算額 2,828 0 

賦課徴収費

当初予算額 2,828 

補正予算額 0 

総調０１８ 項　　目　　名 地方税電子化協議会負担金

主要な施策 賦課事務費 ページ 26 所　　属　　名

総務部総務調整監
市民税課年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 13,573 その他 0 

（参考） 評価
結果

今後もＧＩＳデータを活用し、公平かつ適正な課税に努める。
前年度決算額 15,459 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 13,573 諸収入 0 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 13,575 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】土地係 0857-20-3422
【９次総の施策体系】0201
【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１９（総調０１４）
【事業の概要】
　効率的で公平・適正な課税客体の把握を行うため、平成12年度に本システムを導入している。
　土地、家屋の異動状況を把握し、そのデータをシステムに入力することで写真図、地番現況図、
家屋現況図の更新を図る。
【事業の成果】
　システムの活用により、固定資産税の課税客体を把握し、効率的で公平・適正な課税を実施。
　納税者からの問合せに対する迅速な対応にも成果があった。
（内容）土地地番現況図の更新　土地登記済通知書等の異動資料と土地マスターを利用
　　　し、異動箇所の抽出及び更新編集を行い、新しい地番現況図を作成する。
　　　　家屋現況図の更新　家屋登記済通知書等を基に、家屋外形の異動更新編集及び家
　　　屋番号を付与し、新しい家屋現況図を作成する。
　平成２４年度　　地番図・土地現況図・家屋現況図の異動修正　　31,685千円
　　　　　　　　　航空写真との照合による家屋判読調査
　平成２５年度　　地番図・土地現況図・家屋現況図の異動修正　　15,459千円
　平成２６年度　　地番図・土地現況図・家屋現況図の異動修正　　13,573千円
【今後の課題・方向性】
　平成２６年度より情報政策課が主管課となって、各課ニーズ調査、地理情報保有課ヒアリングを
実施し、平成２７年度に統合型ＧＩＳの導入予定。システムの一元化、データの共用化により経費
の削減、業務の効率化が図れる。
　固定資産税情報についても、この統合型ＧＩＳを利用する。

一般会計

款 総務費

項 徴税費

目

本年度決算額 13,573 0 

賦課徴収費

当初予算額 14,460 

補正予算額 △ 885 

総調０１９ 項　　目　　名 固定資産情報管理システム更新事業費

主要な施策 評価事務費 ページ 26 所　　属　　名

総務部総務調整監
固定資産税課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 21,064 その他 0 

（参考） 評価
結果

システム導入に伴う業務手順等の検討を行うとともに、引き続き適正な固定資産税・都市計画税の賦課に努める。
前年度決算額 28,588 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 179 0 

一般財源 20,885 諸収入 179 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 138 

最終予算額 29,734 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】償却資産係 0857-20-3421
【９次総の施策体系】0202
【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１８（総調０１２）、１２月補正・Ｐ６（総調００８）
【事業の概要】
　固定資産税・都市計画税は、１月１日（賦課期日）現在に、土地・家屋及び事業用の償却資産を
所有しているもの（都市計画税については、市街化区域に所在する土地・家屋を所有するもの）に
対し、個々の固定資産の価格を元に算定して課税する物税であり、市税の中で市民税と並んで基幹
税目となっている。
　（内容）
　固定資産税・都市計画税の賦課に係る電算システムの維持、管理及び納税通知書発送までの一連
の事務の執行。
　固定資産税の同和減免に関する『公文書開示請求拒否処分取消等請求訴訟』の勝訴が確定したこ
とによる、訴訟代理人への報酬金の支払。
【事業の成果】
　土地、家屋、償却資産の的確な評価により決定した価格に基づき、固定資産税・都市計画税の賦
課を行うことで、安定した税収確保に寄与。
　（固定資産税）　　平成２６年度　　平成２５年度　　平成２４年度　　
納税義務者数（件）　　　　75,950　　　　　75,872　　　　　75,898
現年調定額（千円）　　10,768,363　　　10,723,403　　　10,831,059
　（都市計画税）　　平成２６年度　　平成２５年度　　平成２４年度
納税義務者数（件）　　　　46,643　　　　　46,542　　　　　46,427
現年調定額（千円）　　　 528,206 　　　　544,483　　　　 552,693
【今後の課題・方向性】
　システム導入に伴う業務手順等の検討を行うとともに、引き続き適正な固定資産税・都市計画税
の賦課に努める。
　
　＊その他財源の諸収入は、広告収入、公図コピー代。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 総務費

項 徴税費

目

本年度決算額 21,064 0 

賦課徴収費

当初予算額 26,942 

補正予算額 2,654 

総調０２０ 項　　目　　名 賦課事務費

主要な施策 賦課事務費 ページ 26 所　　属　　名

総務部総務調整監
固定資産税課年度 H26 事業の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 40,769 その他 0 

（参考） 評価
結果

土地の異動を厳正に把握し、公平かつ適正な課税に努める。
前年度決算額 60,974 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 153 0 

一般財源 40,616 諸収入 153 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 △ 2 

最終予算額 40,973 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】土地係 0857-20-3422
【９次総の施策体系】0202
【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ１９（総調０１３）
【事業の概要】
　固定資産税・都市計画税は市税の基幹税目であり、適正な評価と税収の確保は市政の重要課題で
ある。公平で適正な評価により、固定資産税等の適正かつ公正な課税を行う。
（内容）
　①登記済み通知書・ＧＩＳ地番現況図等の関係資料をもとに現況調査を実施し、課税客体の厳正
な把握を行う。
　②平成２７年度評価替えに向けた作業
　　・新規路線価導入
　　・調整区域、新地域（旧町村）の画地調査の実施
　　・農地の評価バランスの検証、是正
　　・土地評価要綱の整備
【事業の成果】
　市が提供する行政サービスの財源となる基幹税目として、賦課期日１月１日現在の土地の評価を
行い、適正かつ公平な課税を実施することで、円滑な行政運営に資する。
　　　　　　　　　　平成２６年度　　平成２５年度　　平成２４年度
　評価総筆数　　　　 　370,198筆　　 　370,921筆　　　 364,119筆
　異動処理件数　　　 　 15,302筆　　 　 15,229筆　　　  15,543筆
【今後の課題・方向性】
　土地の異動を厳正に把握し、公平かつ適正な課税に努める。

　＊その他財源の諸収入は、
　　財産評価基準作成のための意見価格提供に係る土地評価精通者業務代金。

一般会計

款 総務費

項 徴税費

目

本年度決算額 40,769 0 

賦課徴収費

当初予算額 42,291 

補正予算額 △ 1,316 

総調０２１ 項　　目　　名 土地評価事務費

主要な施策 評価事務費 ページ 26 所　　属　　名

総務部総務調整監
固定資産税課年度 H26 事業の概要

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 35,781 その他 0 

（参考） 評価
結果

今後、市税の徴収率及び国保料現年分の徴収率を、前年度より０．３％引き上げることを目標とし、更なる徴収の強化を図っていくこととして
いる。前年度決算額 31,787 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 35,781 0 

一般財源 0 諸収入 30,020 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 5,761 

予算流・充用額 0 

最終予算額 37,539 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】管理係 0857-20-3432

【９次総の施策体系】0202

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ２０（総調０１５）、６月補正・Ｐ５（総調００５）

【事業の概要】
　自主財源の安定確保により市政の効率的運用が図られるよう市税収納の確保に努める。

【事業の成果】
　庶務、電算関係業務等を実施する徴収第一係、滞納整理を実施する徴収第二係、及び財産調査、
滞納整理の進捗管理を行う徴収第三係の３係体制とし、機能分担型による徴収業務の効率化及び徴
収体制の強化を図った。滞納整理においては、徴収第二係を現年分の滞納に対処する初動班、滞納
繰越案件に対して滞納処分を中心に実施していく特別滞納整理班に分け、効率的な徴収業務を行い
滞納額の圧縮に努めた。財産調査及びヒアリングによる滞納案件の進捗管理を強化し、効率的かつ
適正な滞納整理を実施した。

【今後の課題・方向性】
　今後、市税の徴収率及び国保料現年分の徴収率を、前年度より０．３％引き上げることを目標と
し、更なる徴収の強化を図っていくこととしている。

　＊その他財源の諸収入は、市税延滞金他。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般会計

款 総務費

項 徴税費

目

本年度決算額 35,781 0 

賦課徴収費

当初予算額 40,595 

補正予算額 △ 3,056 

総調０２２ 項　　目　　名 賦課徴収費

主要な施策 徴収事務費 ページ 26 所　　属　　名

総務部総務調整監
徴収課年度 H26 事業の概要

－ 26 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

計 17,538 その他 0 

（参考） 評価
結果

今後、市税の徴収率及び国保料現年分の徴収率を前年度より０．３％引き上げることを目標とし、更なる徴収の強化を図っていくこととしてい
る。過去の電話催促のデータ等を分析し、より効率的な電話催促を実施し、徴収率の向上につなげたい。前年度決算額 15,540 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 6,305 0 

一般財源 11,233 諸収入 6,305 

分担金 0 

0 

区　　分 決算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 17,600 その他財源の内訳

　会計名 【問合せ先】管理係 0857-20-3432
【９次総の施策体系】0202
【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次
　　当初予算・Ｐ２０（総調０１６）
【事業の概要】
　未納市税等について、電話オペレーターによる集中的な電話催告を実施する。新規滞納の発生や
滞納の累積化を防ぎ、徴収率の向上を図る。
【事業の成果】
　市税・国保料の滞納者に対して、初期の段階で電話催告を実施することで、早期の納付交渉が可
能となり、徴収率の向上につながった。
　　＜２６年度実績＞
　　　（市税）　電話催告架電件数　　　　　　　　　　１８，１３１件
　　　　　　　　電話催告による市税収納額　　５０，６７５，４３６円
　　　（国保料）電話催告架電件数　　　　　　　　　　　８，６４１件
　　　　　　　　電話催告による国保料収納額　２９，８９３，９６２円
　　＜２５年度実績＞
　　　（市税）　電話催告架電件数　　　　　　　　　　２２，９３０件
　　　　　　　　電話催告による市税収納額　　６１，９１２，７１２円
　　　（国保料）電話催告架電件数　　　　　　　　　　　９，７３６件
　　　　　　　　電話催告による国保料収納額　３１，６３８，４８１円
　　＜２４年度実績＞
　　　（市税）　電話催告架電件数　　　　　　　　　　２３，２８５件
　　　　　　　　電話催告による市税収納額　　５８，９０１，８００円
　　　（国保料）電話催告架電件数　　　　　　　　　　　８，７１１件
　　　　　　　　電話催告による国保料収納額　２６，３４２，８００円
【今後の課題・方向性】
　過去の電話催促のデータ等を分析し、より効率的な電話催促の実施を検討する。　　　

　＊その他財源の諸収入は、市税延滞金。

一般会計

款 総務費

項 徴税費

目

本年度決算額 17,538 0 

賦課徴収費

当初予算額 17,600 

補正予算額 0 

総調０２３ 項　　目　　名 納付催告センター運営費

主要な施策 徴収事務費 ページ 26 所　　属　　名

総務部総務調整監
徴収課年度 H26 事業の概要
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